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概要：本論文では，ビジネスプロセスマネジメントとデータマネジメントを二本柱とする大学デジタルト
ランスフォーメーション（以下 DX）を推進するアプローチを提案する．日本の DXはビジネス的な優位
性確立を目標としており，大学のような非営利組織にそのまま適用できない．加えて，縦割り組織や人事
異動による業務の属人化といった大学固有の問題が本質的な変革を妨げている．これらの困難を踏まえ，
データ流通基盤の整備と業務プロセスの透明化・効率化を大学 DXの普遍的な方針として位置づける．ビ
ジネスプロセスマネジメントは付帯的な作業の解消を起点としたボトムアップの業務改善を促し，データ
マネジメントはデータを組織の共有財産として定義・管理するトップダウンの仕組みを整える．両者は単
独では不十分であり，互いの進展が相手を強化する相互強化の関係にある．さらに，生成 AIを活用した
データ設計支援の可能性と，業務プロセスとデータ遷移を統一的に捉える概念的枠組みの可能性について
も考察する．

キーワード：デジタルトランスフォーメーション，大学，ビジネスプロセスマネジメント，データマネジ
メント

ランニングタイトル：大学 DX推進の統合的アプローチ

1 はじめに
日本におけるデジタルトランスフォーメーション（Dig-

ital Transformation: 以下DX）の政策的な議論は，2018
年に経済産業省が公表した DXレポート [1]によって大
きく展開した．その後，2020年の COVID-19の流行に

よりペーパーレス化，押印廃止，在宅勤務，オンライン会
議等の必要性を急速に顕在化させ，DXという語は社会
に広く浸透した．大学においても COVID-19 の流行以
来様々なデジタル化施策が推進されているが，多くは業
務の電子化・効率化に留まっており，組織変革を伴う本
質的なトランスフォーメーションには至っていない．こ
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の背景には，ビジネスを前提とする DXの定義が大学の
ような非営利組織に馴染まないという構造的な問題と，
大学組織固有の現場レベルの問題がある．著者らはこの
ような問題意識のもと，ビジネスプロセスマネジメント
（Business Process Management: 以下 BPM）を導入
した業務改善・デジタル化の実践と方法論の確立に取り
組んできた [2–4]．近年ではこの方法をさらに発展させ，
データマネジメント（Data Management: 以下DM）を
導入し，両者を統合するアプローチを提案している [5–7]．
本論文ではこれらの先行研究を踏まえ，大学におけるDX

の問題を改めて整理し，BPM+DMによる大学DX推進
のアプローチを体系的に論じる．また，理論的な枠組み
の提示にとどまらず，著者らが大学の現場で実際にBPM

とDMの導入に取り組んできた経験に基づいて，その有
効性と課題を論じる．大学のDX推進に携わる実務者に
とって，具体的な指針となる知見の提供を目指す．
本論文の構成は以下の通りである．2節で日本の DX

の経緯と大学DXの問題を整理する．3節でBPM+DM

によるアプローチを提案し，BPMと DMのそれぞれに
ついて詳述する．4 節で考察と今後の展望を述べ，5 節
でむすびとする．

2 日本の DXと大学 DX

日本の DX の定義はデジタルガバナンス・コード [8]

に記載されており，

企業がビジネス環境の激しい変化に対応し，データ
とデジタル技術を活用して，顧客や社会のニーズを
基に，製品やサービス，ビジネスモデルを変革する
とともに，業務そのものや，組織，プロセス，企業文
化・風土を変革し，競争上の優位性を確立すること

とされている．DX レポート [1] は，老朽化しブラック
ボックス化したレガシーシステムを維持し続けることに
より，企業が新しいデジタル技術を活用した事業変革に
十分な資源を投入できなくなる危機を「2025年の崖」と
して提示し，DXによりこれを乗り越えることを提唱し
た．経済産業省および関係機関はその後も社会のDXの
進捗を定期的に報告しており（[9–11]など），デジタル化
は進む一方でビジネスモデルの変革や組織文化の変革と
いったトランスフォーメーションの段階には至っていな
い企業が多いことおよびDXを推進する人材の不足が継
続的に指摘されている．
大学においても，レガシーシステムの利用継続によるリ

スクは同様に存在しており，COVID-19以降この問題は
表面化している．政府は高等教育のDXとして，Scheem-

D[12]による教育のデジタル化推進，数理・データサイ

エンス・AI教育プログラム認定制度 [13]による DX人
材育成，統合イノベーション戦略 [14]によるデータ駆動
型研究の推進など，教育・研究・人材育成の各側面から
施策を展開している．しかし，これらの政策は主に教育・
研究機能の高度化を対象としており，大学自身の組織変
革という観点での取り組みは各大学の経営判断に委ねら
れている．
一般企業におけるDXと大学におけるDXを比較する

と，日本のDXは本質的に「競争上の優位性を確立する」
というビジネス目標を前提としていることに注目する必
要がある．大学は教育・研究をはじめとする価値創出に
よる社会貢献を使命とし，その対象も学生，教職員，研究
者，地域社会，行政，産業界など多岐にわたる．企業であ
れば，新規事業の創出，収益性，市場占有率といった目
標を比較的明示しやすい．しかし大学では教育の質，研
究成果，学生支援，地域連携，国際化などが複合的に存
在していることに加え，これらの価値は定量化しにくく，
また短期的な評価もできない．この構造的乖離が「大学
DXとは何を目指すのか」という問いへの答えを曖昧に
し，具体的な方針を持てないまま表層的なデジタル化施
策の積み重ねにとどまる要因となっていると言える．海
外においても非営利組織の DX 困難は研究されており，
一般企業とは異なる目標や存在意義が変革を困難にする
という議論がある [15, 16]．
上記に加え，大学の現場レベルにも DX推進を難しく

する要因が埋め込まれている．大学の組織構造は分権的
であり，学部，事務局，センターのような実体のある組
織だけでなく委員会などの特定のミッションを持つ会議
体があり，それぞれが固有の慣行や意思決定の手続きを
持つ．同じ「申請」や「報告」であっても，必要な書類，
承認方法，判断基準，利用システムは組織ごとに異なる
ことがある．このような状況では 1つのシステムを導入
するだけでは全学的な変革が進むとは限らない．むしろ，
既存の慣行を理解しないままシステム化すると例外処理
が増え，「電子化された非効率」が固定化されかねない．
こうした組織間の多様性に加え，事務組織の内部にも別
の課題がある．大学事務組織は通常，学務・財務・人事・
施設といった機能ごとに縦割りで編成されており，担当
業務の範囲を守ることが職員に求められる．各部署が独
立して業務を遂行する構造のもとでは，組織横断的な視
点が生まれにくい．また，数年ごとの人事異動により業
務知識が属人化しやすく，組織として継続的に業務を把
握・管理することが難しい状況にある．
このような事情を踏まえると，大学 DXのゴールはビ

ジネス競争優位の文脈から切り離して再定義する必要が
あり，また組織構造や文化を踏まえた方法論が求められ
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る．ゴールとしては，理想的には各大学がそれぞれの使
命やビジョンに基づいてDXの目標を設定するのが良い
が，明確なビジョンを持ち，それに基づいて DX推進戦
略を立てられている大学は少ない．一般的に，大学は教
育・研究を中心とした社会貢献が重要になるが，その内容
や質はその時々の社会的状況に応じて変化していく．大
学がこのような変化に柔軟に対応し，新しい価値を社会
に還元していくためには，タイムリーな経営判断や組織
変革が必要である．そのためには学内外の様々なデータ
を適切に収集・分析できる基盤が不可欠であり，これに
資するデータ流通基盤の整備はDXの重要な指針となり
える．また，現場レベルの問題に着目すると，それぞれ
の慣行や業務知識を把握し改善していくことが必要とな
る．現場の業務は大学に蓄積されるデータの発生源であ
り，データ流通の起点となる．
以上を踏まえ，本論文ではどのような大学においても

普遍的に必要となるであろう方針として，

時代に応じて大学が新しい価値を社会に還元できる
ように，データ流通基盤を整えること．そのために，
様々な業務プロセスを透明化・効率化すること．

を提案する．この目標に向けた具体的な方法論として，
本稿では業務プロセス改善の方法として BPM，データ
活用促進の方法としての DMを掲げ，2つを統合する大
学 DXのアプローチを導入する．特に，現場の業務負荷
の軽減という具体的な体験を起点として，ボトムアップ
にBPMを進めながらDMの基盤を整えていく方向性を
基本とする．

3 BPM と DM を柱とした大学 DX のア
プローチ

BPMと DMはいずれも大規模な知識体系であり，最
初から全てを網羅して実践することは現実的ではない．
本稿では，大学DXの導入段階において重要な観点に絞っ
て議論する．BPMについては著者らの先行研究 [7]など
で方法論を詳述しているため，本稿では要点を示すにと
どめる．DMについては大学への適用という観点から本
稿で改めて論じる．

3.1 ビジネスプロセスマネジメント

ビジネスプロセスマネジメント（BPM）は

組織の戦略目標に沿った成果を挙げられるように，
自動/非自動なビジネスプロセスを特定，設計，実
行，文書化，測定，監視，管理する体系的な経営ア
プローチ

と定義 [17]される（著者訳）．すなわち，日々の業務で
繰り返し行われる業務プロセスを知的財産とみなし，そ
の品質管理を行う．BPMの導入としては個別の業務を
取り上げて，その業務プロセスを可視化・分析し，改善
するボトムアップアプローチが有効である．
著者らは業務プロセスの作図記法としてEvent-driven

Process Chain（EPC）[18]を採用している．この記法
は作業（Function）が発生する条件（Event）を明記す
ることに特徴がある．条件が明記されると，その作業が
何故起こるのかが明確になる．大学の事務業務の現場に
おいて，「何故この作業を行うのか」を問うことは業務固
有の事情や慣行を明らかにし，業務改善を促すきっかけ
となるため，EPCの採用を推奨している．また，EPC

はインプットとアウトプットも明記できるため，作業に
よってどのようなデータが生まれ，次の作業に渡される
かが一目で把握できる．図 1に EPCを用いた業務プロ
セスの例を示す．申請書の雛形をインプットにして記入
済みの申請書が生成され，担当者 Bに渡って承認される
ことでデータが確定する様子が表現されている．

図 1 EPCを用いた業務プロセスの例

著者らの経験上，業務分析を進めるとプロセスに潜ん
でいる形骸化した作業や付帯的な作業が現場の職員に過
剰な負荷をかけていることが判明する場合が多い．付帯
的な作業とは，申請者への催促，受領データの別システ
ムへの転記，複数ファイルにわたるデータの突合といっ
た担当者の負荷になりやすい作業である．頻繁な人事異
動のなかでは引き継ぎを十分に行うことが難しく，前例
踏襲が行われやすい．そのため，業務プロセスの中にこ
のような作業が潜んでいてもそれを無批判に受け入れて
いる例が見られる．このような業務プロセスが受け継が
れることで職員が常に多忙な状態を生んでしまい，結果
的に自身の業務の見直しに割く余裕が生まれにくくなり，
煩雑な業務が硬直化してしまう構造になっている．さら
に，付帯的な作業の多くはデータ定義の不統一や業務シ
ステム間のデータ連携の欠如から生じている場合があり，
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その解消にはプロセスの整備だけでなくデータそのもの
の設計を見直す必要がある．すなわち，付帯的な作業の
存在は業務プロセスの問題だけでなくデータマネジメン
トの問題でもあると捉えることができる．

3.2 データマネジメント

データマネジメント（DM）は

データとインフォーメーションという資産の価値を
提供し，管理し，守り，高めるために，それらのライ
フサイクルを通して計画，方針，スケジュール，手
順などを開発，実施，監督することである

と定義されている [19]．大学のデータ活用を推進すると
いう観点から，DMのうちまずデータのライフサイクル
と流通特性に注目し，大学のデータを分類する．データ
の分類は DMBOK[19] においても論じられており，マ
スターデータ，トランザクションデータ，レファレンス
データといった区分が一般的である．本稿ではこれらに
加え，データ活用の観点から重要となるサマリーデータ
を独立した区分として位置づけ，大学の業務に即して整
理する．表 1に全体をまとめて掲載しておく．
3.2.1 マスターデータ
マスターデータは組織の根幹を表す基本的なデータで

ある．学生・教職員といった大学に関与する人，建物やそ
の内部の部屋，部署や学部などの組織構造，授業科目など
の教育資源などが該当する．これらはあらゆる業務の参
照基準となるデータである．マスターデータはデータの
中でも特に重要なデータでありながら，構築・管理・運用
は難しく，マスターデータマネジメント（Master Data

Management: MDM）として特別に取り上げて語られ
ることも多い．MDMが達成しなければならないことは，
マスターデータを一元定義し，各業務システムが同一の
マスターを参照できる仕組みを構築することであり，こ
れによりデータの整合性が担保され，組織横断的なデー
タ活用の効率を飛躍的に高めることができるようになる．
データ流通の観点で言うと最も上流に位置すべきデータ
であり，多くの業務で必要に応じて参照できるように業
務プロセスを再定義する必要がある．マスターデータは
原則参照のみで，人事や施設管理など特定の業務でのみ
更新されるため，自身のライフサイクルは静的なものに
なる．
マスターデータの品質は全ての業務の品質に直接影響

するが，その構築や管理は難しい．構築の段階でも，ど
のようなデータがマスターデータになり得るか，どのよ
うなデータ項目を持つべきか，信頼度をどう担保するか，
どのように更新するか，ID 管理をどうするか，どのよ

うなシステムで管理するのか，どう学内に配信していく
のかといった様々な要素を検討しなければならない．組
織の根幹を表す重要データなので，マスターデータとし
て体系化されていなくても，それに類するデータを管理
運営している部署は既に存在している．したがって，そ
れらの部署との協力体制の構築も必要となる．構築後の
管理業務も大きな負荷になるため，専門的な組織を持つ
ことが望ましいが，全ての大学がこのような管理体制を
持ち得るとは限らない点もMDMを難しくしている．し
かしながら，マスターデータの品質が担保されないと全
ての業務の品質が担保されないため，本稿で定めた大学
DXの方針を達成するための最も基本で最も重要な要素
となる．
3.2.2 トランザクションデータ
トランザクションデータは業務プロセスの実行によっ

て日々生まれるデータである．履修登録や成績，予算執
行，出退勤管理などあらゆる申請・報告業務にともなう
データが該当する．これらは業務プロセスの実行の結果
として生まれ，更新され，削除されるものであり，業務プ
ロセスの中で管理される．BPMにより業務分析を行う
と，その業務で扱われるデータがいつ発生し，どのよう
に更新・追加され，確定されるかが明確になる．また，あ
る業務で生成されたトランザクションデータが他の業務
で活用されることがある点にも注意すべきであり，単独
の業務だけを最適化するのではなく，大学組織全体の最
適化を目指す必要がある．大学組織は縦割りによって業
務分担されていることが多いが，データの視点でみると
単独の組織のみで閉じる業務は少なく，トランザクショ
ンデータは組織をまたがって参照されたり更新されたり
することがあることに注意する必要がある．
3.2.3 レファレンスデータ
レファレンスデータはトランザクションデータを生成

する過程（業務プロセス）で参照されるデータである．た
だし，マスターデータほど重要度の高いデータではなく，
学内で共有しておくと便利なデータや，外部機関が公開
しており利用可能となっているデータである．前者は例
えば協定校との連携プログラムや留学プログラム，予算
執行のための費目コードなど，学内で有用なデータが該
当する．後者は国名コードや法人番号，郵便番号など国
内外問わず共通の規格やコード体系が存在し，公開され
ているデータである．これらは，表記ゆれや記入ミスな
どを防ぎ業務改善に資するだけでなく，その後の再利用
性を高めることができる．これらのデータに関しても統
一的に管理し，学内に点在する業務システムで参照でき
るようにすることが望ましい．
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表 1 大学におけるデータの分類と管理方針
分類 定義 例 流通方針・管理基準
マスターデータ 組織の骨格をなすデータで

ありあらゆる業務の参照基
準となる

学生，教職員，組織図，授業科目，
施設

一元定義し，各業務システムが同一マ
スターを参照できる仕組みを構築する．
データ流通の最上流に位置する

トランザクションデータ 業務プロセスの実行によっ
て日々生まれるデータ

履修登録，成績，予算執行，出退
勤などあらゆる申請・報告

業務プロセスの中で管理される．部署
をまたがって参照・更新されることが
あることに注意

レファレンスデータ 業務プロセスで参照する共
有データ

費目コード，協定校プログラム，
国名コード，法人番号，郵便番号

学内で統一管理し，必要な業務システ
ムで参照できるようにする

サマリーデータ トランザクションデータ等
を特定の目的に応じて集約
したデータ

報告書用データ，KPI データウェアハウスに蓄積し分析・意
思決定に活用．データ流通の最下流に
位置する

その他 上記 4分類とは流通方針が
根本的に異なるデータ

健康診断，議事録，研究データ それぞれの特性に応じて判断

3.2.4 サマリーデータ
サマリーデータは集計データやレポーティングデータ

とも呼ばれ，マスターデータを含むトランザクションデー
タを特定の目的に応じて集約させたデータである．サマ
リーデータは分析や報告や意思決定に活用されるものであ
り，生成元のデータの品質に依存するため，マスターデー
タやトランザクションデータの品質管理が重要になる．
一般的にはデータウェアハウスに蓄積され，BI（Business

Intelligence）ツールなどで可視化・分析される．様々な
報告書用のデータ，事業のKPI（Key Performance Indi-

cator），意思決定のための分析（Institutional Research:

IR）といった目的で使われる．データ流通の最下流に位
置するもので，大学が時代に応じた価値を提供するため
の様々な事業を計画する基礎情報となり，良質なサマリー
データを蓄積する仕組みを整備することがDXの 1つの
目標となりえる．
3.2.5 その他のデータ
上記のいずれにも該当しないデータも存在する．例え

ば，給与や健康診断の結果などの機密データ，議事録や
会議資料のようなデータが該当する．これらはマスター
データやトランザクションデータとは流通方針が根本的
に異なるため，別のカテゴリとして管理することが望まし
い．重要会議の議事録や会議資料は，大学の意思決定の
透明性を高めるために学内で広く共有されるべきである
一方，給与や健康診断の結果などの機密データは流通を厳
しく制限する必要がある．また，研究データや研究実績の
ような学術活動に関わるデータもこのカテゴリに該当す
る．これらのデータは研究データ管理（Research Data

Management）として近年重要性の高まっている話題で
あり，大学DXとしても重要な要素となるが，本稿での趣

旨とは異なるため，ここでは詳細な議論は省略する．し
かしながら，研究者としての ID（研究者番号やORCID

iD）はマスターデータとして管理されるべきであるし，
国際的な研究機関のデータベースである ROR[20] もレ
ファレンスデータになりうるなど，関連する部分が多く
ある．

3.3 BPMと DMをセットにする価値

BPMと DMを統合する必然性は，それぞれが単独で
は解決できない問題があることから生じる．BPMを導
入することで業務の属人化を防ぎ，データの発生源と経路
が組織の知識として記述されるようになる．しかしBPM

だけでは，生成されるデータの品質・定義・管理責任が曖
昧なままとなる．どれだけプロセスを整備しても，デー
タの定義が部署ごとに異なっていれば，組織横断的なデー
タ活用は実現しない．DMを整備することでデータを組
織の共有財産として扱う仕組みが作られ，学内を流通す
るようになる．しかしDMだけでは，現場の業務プロセ
スが変わらないため，定義されたあるべきデータが実際
には生まれてこない状態が続く．
前節で述べたように，付帯的な作業はプロセスの問題で

あると同時にデータ管理の問題でもある．さらに BPM

によって付帯的な作業が削減されると，現場の職員は「業
務が楽になる」という直接的な体験を得る．この体験が
変革の起点となることは重要である．BPMが進み業務
プロセスが形式知として整備されていくにつれて，デー
タがどこで・誰によって・どのタイミングで生まれている
かが組織として把握されるようになる．すなわち，BPM
の進展が DMの基盤を自然に整えていく．
また，BPMと DMはアプローチの方向が異なってい
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ることは注目に値する．BPMは個別の業務を現場の職
員とともに分析・改善するボトムアップのアプローチで
ある．一方DMはデータを組織全体の視点で定義・管理
するトップダウンのアプローチであり，ライフサイクル
に応じた分類はその典型である．両者は出発点が異なる
が，BPMが進むほど DMの施策がより具体的・実効的
になる．逆にDMによってデータの定義と管理責任が明
確になると，付帯的な作業がさらに削減され，BPMの
改善効果が加速する．この相互強化の関係こそが，両者
をセットで取り組む本質的な理由である．

3.4 実践経験から得られる示唆

BPMの効果は本来，業務 1件あたりの時間や工数の
削減として定量的に測定できることが望ましい．著者ら
が用いているツール Ranabase[21]は作業ごとの所要時
間や頻度を記入でき，現状プロセスと改善プロセスを比
較すれば削減時間を定量化できる．しかし，可視化自体
に不慣れな職員にとって所要時間の記入は負荷が大きく，
また各作業の時間を普段意識しないため回答が主観的に
なりやすい．こうした難しさから，一部業務での試行に
とどまり，全業務での定量的な測定には至っていない．
著者らがこの取り組みをはじめたきっかけは，IRの現

場においてデータが集まらないという問題への対処とし
て BPMを導入し，文書決裁システムへ実装することで
構造化データを蓄積するためであった [2]．これは組織的
な課題をボトムアップ的に解決する試みであった．実際
はプロセス図を作成することで付帯的な作業の発見と削
減につながり「以前は手間がかかっていた作業が簡単に
なった」という体験が意識変化となることを経験した．
このような直接的な経験を増やすことが大学全体の変革
をつくり出す重要な要素となることを発見した．数年ご
との人事異動はこのようなボトムアップ的活動の観点か
ら見ると有利に働く．業務改善を経験した職員が他部署
に異動することで，その経験を異動先に普及させること
になり，浸透が加速する．特に上長にあたる人物がこの
ような伝達者として異動すると部署全体に影響しやすく
なる．現在，著者らは 1つ 1つの業務の定量化よりもこ
のような学内文化の醸成を重視している．

4 考察
本節では，本アプローチの実装上の課題と，今後の研

究展開として想定される論点を述べる．特に，近年急速
に発展している生成 AIの活用は本アプローチにとって
も重要な要素であると考えている．

4.1 トランザクションデータの構造化

本アプローチにおける中核的な課題の一つは，トラン
ザクションデータの品質管理である．トランザクション
データはほぼすべての業務に伴って生まれる．現在の大
学においてオンライン申請やペーパーレスといった業務
効率化が進んでいるが，このような取り組みの中で扱わ
れるデータは PDF・Word文書・画像ファイルといった
非構造的な形式で管理されていることがある．Excelは
集計や閲覧の用途で広く使われ，ある程度の再利用性が
あるが，データベースとしての構造を持たない．OCRや
AIの進展により，このような非構造的データからの情報
抽出は技術的に可能になってきている．しかし，構造化
されたデータと比較すると活用のための工数・精度・再
現性において依然として大きな差がある．データ活用を
大学 DXの方針とする本稿の趣旨からすると，デジタイ
ゼーションを「書類の電子化」として捉えるのでは不十分
であり，「業務で扱うデータを構造化された形式にする」
レベルまで踏み込むことが望ましい．これは業務で扱う
データの構造やメタデータを正確に定義することを要請
し，同時にデータを生成するプロセスすなわち業務プロ
セスの分析も必要となるため，DMと BPMの要素を含
む．また，業務プロセス分析により改善が見込まれるた
め，デジタライゼーションへのステップアップを自然に
含む．

4.2 生成 AIを活用した構造化設計の支援

前節ではトランザクションデータのうちアナログデー
タをデジタルデータにする際の注意点について述べたが，
既に ITシステムを導入し，データベースを使って管理
しているケースも多い．ITシステムの更新や新規導入も
DXの一環であるが，システムで利用するデータベース
の設計には相当の専門知識と工数を要する．特に既存の
業務システムは改修が重ねられており，そのスキーマは
複雑になっていることも多い．IRでは，業務システムか
ら出力されるデータをデータウェアハウスに蓄積し，分
析することが多いが，元になるデータベースが複雑化し
たスキーマになっていることにより，データの定義や構
造が不明確となり，データウェアハウスの設計に支障を
きたすことがある．すなわち，トランザクションデータ
のブラックボックス化によりサマリーデータの質が低下
してしまう．
このような問題に対応するため，著者らは数学的な厳

密性を持つデータモデルの構築方法を導入し，かつその
設計を簡単にするために生成 AIを活用する手法を提案
した [22]．業務を規定する制度文書をインプットとして
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活用し，その業務で必要とするデータモデルを AIが設
計可能であることを確認している．この手法はトランザ
クションデータの設計に応用可能であり，業務プロセス
モデルについても同様に生成 AIによる設計の可能性が
示唆されている．これらが接続されれば，1つの制度文
書から業務プロセスとデータモデルを同時に導出できる
ようになり，BPMと DMの実装を大幅に効率化できる
と期待される．現在はインプットを制度文書にしている
が，既存の業務システムと業務プロセスをインプットに
できれば，業務改善とシステム更新を同時に行えること
になり，デジタイゼーションとデジタライゼーションを
同時に達成できると期待できる．

4.3 業務プロセスとデータ遷移の関係

業務プロセス図は，誰がいつ何をするかという作業を
時系列に沿って記述するものである．業務における作業
とは何らかのインプットをアウトプットに変化させる行
為であり，作業が続くことで，1つの業務におけるアウト
プットが完成する．インプット・アウトプットをデータ
に限って考えると，業務プロセスを時系列に沿って追う
ことはデータが変化していく様子（データ遷移）を時系
列に沿って追うことであるとも言える．特に，本稿で採
用している EPC記法はインプット・アウトプットも明
記するため，見方を変えるとデータ遷移を追う図である
と考えることもできる．すなわち，業務プロセスとデー
タ遷移はよく似た構造を持っており，同一の事象を異な
る主語で記述したものと解釈されうる．
以上の考察から，業務は「時系列」「作業」「データ」と

いう三つの次元を持つ三次元構造として捉えるという発
想に至る．業務プロセスは時系列と作業の二軸を，デー
タ遷移は時系列とデータの二軸をそれぞれ切り取ったも
のであり，両者を同一の三次元構造体の異なる射影とし
て理解する．制御フローの記述を中心とする実務的プロ
セスモデリングにおいて，データはプロセスを支える従
属的な要素として扱われることが多い [23]．本稿の枠組
みは，業務プロセスとデータ遷移を同一の三次元構造体
の異なる射影として対等に捉える点でこれとは異なる立
場をとる．

5 むすび
本論文では，日本の DXの経緯と大学固有の問題を整

理した上で，BPMとDMを二本柱とする大学DX推進
のアプローチを提案した．日本のDXはビジネス競争優
位性の確立を前提としており，大学のような非営利組織
にはそのまま適用できないという構造的乖離が，大学DX

の目標設定を困難にしている．この問題を踏まえ，本論

文ではデータ流通基盤の整備と業務プロセスの透明化・
効率化を大学DXの普遍的な方針として提案した．その
実践方法として，業務プロセスをボトムアップに改善す
るBPMとデータをトップダウンに管理するDMを統合
するアプローチを導入し，両者の相互強化の関係を論じ
た．BPMと DMは単独では不十分であり，両者が揃っ
てはじめてデータ活用というゴールに到達できるという
考え方を示した．特に，付帯的作業の解消を起点とした
ボトムアップの変革がDMの基盤を自然に整えていくと
いう相互強化の関係は，本アプローチの核心をなすもの
である．本論文で述べた知見は，著者らが大学の現場で
BPMとDMの導入に継続的に取り組む中で得られたも
のであり，同様の課題に直面する大学にとって実践的な
示唆を与えるものと考える．
今後の課題と展望として以下が挙げられる．まず，提

案した BPM+DMアプローチとデータ分類の枠組みを
実際に適用する際にどのような困難があり，それをどの
ように乗り越えるかというノウハウは現時点では十分で
はない．著者らは BPMによる個別業務の改善に取り組
んできたが，DMの枠組みに基づいた実践は現在進行中
のものである．データガバナンスやポリシーの設計，現
場で生じる具体的な問題への対処，データ活用文化の定
着といったDMの実践で起こる課題とその処方箋はまだ
十分に示せていない．また，考察で議論した生成 AIを
活用した設計支援の方法論の確立も課題である．基礎研
究として制度文書から業務プロセスモデルとデータモデ
ルを同時に導出する手法の検証が進んでいるが，実際の
業務改革や DX の活動へ組み込むことは行っていない．
この方法が実践的に有効であることが示されれば，本ア
プローチの実装を容易にし，多くの大学で実践可能にな
ると期待される．最後に，業務プロセスとデータ遷移の
関係を三次元構造として捉える理論的枠組みについては
さらに精査が必要である．この枠組みはBPMとDMの
統合を理論的に支える可能性を持つが，現時点では着想
の段階にあり，今後の研究課題として位置づけられる．
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